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1. 業務概要 
1.1 業務概要 

(1) 業務名 ：令和 3 年度 長寿命化(総)砂第 A8-16 分 2001 号 
 三重県砂防関係施設長寿命化計画変更業務委託 

(2) 業務場所：いなべ市～南牟婁郡紀宝町 地内 
(3) 契約日 ：2021 年 12 月 21 日 
(4) 工期 ：2021 年 12 月 21 日～2022 年 9 月 26 日（当初） 

      2021 年 12 月 21 日～2022 年 12 月 5 日（変更） 
(5) 発注者 ：三重県県土整備部 防災砂防課 
(6) 受注者 ：株式会社 エイト日本技術開発 三重支店 

        
 
1.2 業務目的 
本業務は、「砂防関係施設の長寿命化計画策定ガイドラ

イン（案）R4.3」及び「砂防関係施設点検要領（案）R4.3」
に基づき、管内施設の現状を踏まえ、砂防関係施設の対策

優先順位や維持管理の方針等について検討し、砂防関係施

設長寿命化計画書並びに点検マニュアルを作成すること

を目的としたものである。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.1 対象範囲；三重県全域（三重県 HP より） 

 
 
 
 

 
 
1.3 業務項目 
業務項目を表 1.1 に示す。 

表 1.1 業務項目一覧 

業務項目 単位 数量 備考 

計画準備 式 1   

資料収集整理 式 1   

砂防関係施設の長寿命化計画変更方針の検討 式 1   

日常的な維持管理の方針の検討 式 1   

点検結果を踏まえた健全度の整理 施設 810 
砂防設備 444 箇所、急傾斜地 355

箇所、地すべり 11 箇所 

ライフサイクルコストを考慮した予防保全型維持管

理の検討 
式 1   

修繕・改築・更新の優先順位の検討 式 1   

年次計画の作成 式 1   

経過観察方法の検討 施設 1009 

経過観察施設（砂防設備 694 箇所、

急傾斜地 305 箇所、地すべり 10 箇

所） 

対策工法の検討 施設 18   

のり枠工の中詰め整備方針の検討 式 1   

砂防関係施設長寿命化計画書の作成 式 1   

点検マニュアルの作成 式 1   

施設点検 箇所 81 砂防設備 36 箇所、急傾斜地 45 箇所 

点検結果とりまとめ 箇所 81 砂防設備 36 箇所、急傾斜地 45 箇所 

照査 式 1   

報告書の作成 式 1   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.2 業務フロー 

令和 3 年度 長寿命化(総)砂第 A8-16 分 2001 号 三重県砂防関係施設長寿命化計画変更業務 
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2. 長寿命化計画策定の方針 
2.1 計画対象施設及び計画対象区域 
三重県砂防関係施設長寿命化計画は、県土整備部所管の砂防関係施設（「砂防設備」、「急傾斜地崩壊防止施

設」、「地すべり防止施設」）を対象とし、全県での評価を基本として 10 の建設事務所（桑名・四日市・鈴鹿・

津・松阪・伊勢・志摩・伊賀・尾鷲・熊野）に区分した整理を行った。 
 

2.2 県内の砂防関係施設の現状 
三重県における砂防設備は 1,587 施設で、そのうち、完成後 30 年以上経過している施設は 1,100 施設（69％）、

50 年以上経過している施設が 547 施設（34％）に上る。また、急傾斜地崩壊防止施設は 709 施設で、完成後

30 年以上経過している施設が 187 施設（26％）である。地すべり防止施設は 17 施設で、完成後 30 年以上経

過している区域は 7 施設（41％）で、完成後 50 年以上経過している区域は 2 施設（12％）である。平成以

降、年間整備数は減少しているものの、今後も砂防設備の高齢化の進行・増加が見込まれる。 
 
 
 
（砂防設備） 
 
 
 
 
 
 
（急傾斜地崩壊 
 防止施設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
（地すべり防止 
 施設） 
 
 
 

図 2.1 竣工後の経過年数別の施設数 

2.3 長寿命化計画策定の方針 
三重県砂防関係施設長寿命化計画は、県内の現状を踏まえて、以下の方針のもとに策定するものとした。 

① 継続的な施設点検により砂防関係施設の状況を適切に把握する。 

② 点検により把握した変状について、そのレベルを適正に評価するとともに、機能・性能の維持の観

点から、健全度を評価する。 

③ 健全度により、膨大な施設の中から定期点検や修繕、改築等の対象施設を絞り込む。 

④ 限られた予算・人員で施設の機能・性能を維持するため、施設の重要度等を踏まえた優先度や地域

のバランス等を考慮した補修等の年次計画を策定する。 

⑤ 増加する老朽化施設の対策を適切に実施するため、従来の事後保全から、予防保全型維持管理の導

入によりコストの縮減・平準化を図る。 

⑥ 砂防関係施設は現役の防災施設であることから、その状況は年々変化する。また、施設を取り巻く

周辺環境も変化することから、補修等の年次計画については、10 年程度の短期年次計画と 30～50 年

程度の中期年次計画を作成するとともに、5 年程度の期間で見直しを図るものとして計画する。 

3. 日常的な維持の方針 
 
日常的な維持の方針については、以下のとおりとした。 

 

定期点検の結果等を踏まえて、日常的な維持として必要な対応は速やかに実施するものとし、計画対象地

域の日常的な維持の方針を示す。 

 

長寿命化計画においては、日常的な維持の方針を記述する。 日常的な維持管理等に必要な費用につい

ては年度当初に確保するものとする。 

日常的な維持については、次に示すとおりの方針により実施する。 

（砂防設備） 

・堆砂により機能低下の恐れのある計画上除石が必要な砂防堰堤の除石 

・流木止めで捕捉した流木の除去 

・親水性を考慮した砂防設備における安全確保や除草 

・土砂がたまった魚道における除石 

・流路工内の除石、除木、除草 

（急傾斜地崩壊防止施設） 

・地表水排水施設に堆積した崩土、塵芥等の除去 

・落石防護施設の支柱の塗装 

（地すべり防止施設） 

・水抜きボーリングの孔内洗浄 

・地表水排水施設に堆積した崩土、塵芥等の除去 
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4. 点検結果を踏まえた健全度の整理 
定期点検等の結果に基づき、個々の施設の構造特性や材料特性を踏まえた上で、機能の低下、性能の劣化状

況を把握するとともに、その程度や原因などを考慮し、健全度を評価した。 
 

4.1 追加の点検及び点検結果 
砂防設備 36 箇所、急傾斜地崩壊防止施設 45 箇所、合計 81 箇所について点検を行い、結果として点個票を

作成し現行の点検結果データベースに追加した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

点検箇所位置図（広域図：具体的な施設位置は詳細図に整理） 

 

表 4.1  点検施設健全度評価一覧表（砂防設備） 
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4.2 点検及び健全度評価の手順 
点検及び健全度評価は以下の手順に従い実施するものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.1 点検及び健全度評価の手順（左：砂防設備、右：急傾斜地崩壊防止施設） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.2 点検及び健全度評価の手順（地すべり防止施設） 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

4.3 部位毎、施設毎の変状レベルの評価 
定期点検等により把握された劣化・損傷等から、部位毎、施設毎に変状レベルを評価した。 

表 4.2 変状レベルの区分と考え方 

 
 
 
 
 
 
 
 

4.4 健全度評価 
部位毎、施設毎の変状レベルの評価結果から健全度を評価する方法を設定した。健全度評価フローを以下に

示す。砂防設備の健全度は施設単位、急傾斜地崩壊防止施設及び地すべり防止施設の健全度は区域単位とした。

また、砂防設備の健全度は A、B－、B＋、C－、C＋5 段階、急傾斜地崩壊防止区域及び地すべり防止区域の

健全度は、A、B、C－、C＋の 4 段階評価とした。 

表 4.3  砂防設備の点検項目と対策の緊急度  

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

      図 4.3  健全度評価フロー（砂防設備） 

変状レベル 考え方 

ａ 異常なし、または

軽微な損傷 

当該部位に損傷等は発生していないもしくは軽微な損傷が発生している

ものの、損傷等に伴う当該部位の性能の劣化が認められず、対策の必要が

ない状態 

b 
損傷があるが、機

能・性能低下に至

っていない 

当該部位に損傷等が発生しているが、問題となる性能の劣化が生じていな

い。 現状では対策を講じる必要はないが、今後の損傷等の進行を確認する

ため、定期点検や臨時点検等により、経過を観察する必要がある状態 

c 機能・性能低下あ

り 
当該部位に損傷等が発生しており、損傷等に伴い、当該部位の性能上の安

定性や強度の低下が懸念される状態 

構造物種別 材料 変状項⽬ 対策の緊急度
砂防設備 本堤 本体 コンクリート 磨耗 ⾼

洗掘 ⾼
⽯積 ⽋損(⽔通し) ⾼

⽋損(本体) ⾼
本堤 本体 コンクリート ひび割れ 中

漏⽔ 中
鋼製 変位変形(透過) 中

変位変形(不透過) 中
袖部 中

副堤・垂直壁 本体 中
袖部 中

⽔叩き 中
側壁護岸 中
安全設備 低

施設種別
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図 4.4  健全度評価フロー（急傾斜地崩壊防止施設及び地すべり防止施設） 

※ 安全設備とは、階段、進入防止柵等である。それ以外は防災施設である。 

健全度評価結果を以下に示す。「砂防」と「急傾斜」は C+、「地すべり」は C－、C+を修繕、改築、更新の

対策対象とした。「地すべり」は、今後、「砂防関係施設点検要領（案）R4.3」に準じた点検を実施すると、区

域内に変状レベル c が多く認められると考えられることから、安全側として既往点検における健全度 C－ま

でを対策対象とした。 

表 4.4 砂防設備の健全度評価結果 

健全度評価 

健全度評価 評価基準 箇所数 

Ｃ＋ 緊急度「高」の項目に変状レベルｃがある施設 101 (3) 

Ｃ－ 緊急度「中」の項目に変状レベルｃがある施設 128 

Ｂ＋ 
緊急度「低」の項目に変状レベルｃがある施設 

緊急度「高」の項目に変状レベルｂがある施設 
172 

Ｂ－ 緊急度「中」、「低」の項目に変状レベルｂがある施設 293 

Ａ － 893 

表 4.5 急傾斜地崩壊防止施設の健全度評価結果 

健全度評価 

健全度評価 評価基準 箇所数 

Ｃ＋ 防災施設にレベルｃの変状が 2 箇所（変状種類）以上ある区域 42 

Ｃ－ 防災施設にレベルｃの変状が 1 箇所ある区域 102 

Ｂ 
「変状レベルｂ」がある区域 

安全設備に「変状レベルｃ」がある施設 
181 

Ａ － 384 

表 4.6 地すべり防止施設の健全度評価結果 

健全度評価 

健全度評価 評価基準 箇所数 

Ｃ＋ 防災施設にレベルｃの変状が 2 箇所（変状種類）以上ある区域 0 

Ｃ－ 防災施設にレベルｃの変状が 1 箇所ある区域 3 

Ｂ 
「変状レベルｂ」がある区域 

安全設備に「変状レベルｃ」がある施設 
7 

Ａ － 7 

 
 
 
 
 
 

※ 
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4.5 臨時点検の対象施設 
豪雨出水後または地震の発生後に実施する「臨時点検」は、短期間に完了する必要があるため、事前に対象

施設を選定するものとする。 
臨時点検の対象施設選定基準は、「砂防関係に係る災害及び工事事故に関する情報連絡（R4.3.14 国交省事務

連絡）」に準じて実施するものとする。 
各施設の臨時点検の対象施設選定基準を下表に示す。 

表 4.7 臨時点検の対象施設選定基準 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5. ライフサイクルコストを考慮した予防保全型維持管理の検討 
予防保全型維持管理にあたっては、砂防関係施設の損傷が軽微な段階で修繕等を実施し、維持、修繕、改築、

更新等にかかるライフサイクルコストの縮減を図るとともに、事後保全と比較し、少ない費用で砂防関係施設

の長寿命化を図ることを基本とする。 
ここでは、県内の砂防設備の点検結果を踏まえ、健全度の劣化予測を行うとともに、事後保全と予防保全との

費用の比較を行い、予防保全の優位性について確認した。 
 
5.1 砂防設備の健全度に対する劣化予測 
分布に幅があるため、竣工年からの経過年数の平均値を健全度に対応する経過年の代表値として、健全度に

対する劣化曲線を推定した。 
下図に砂防設備に対して推定した劣化曲線を示す。 
図に示した曲線式は、R（決定係数）が 0.8344 非常に高く、式の適合性は良い。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.1 砂防設備の健全度に対する劣化予測式 

 
表 5.1 健全度経過年の実績値（平均値）と劣化予測式による経過年数の比較 

 
 
 

※( )は、Ｃ＋評価の内施設が全壊している箇所数 
 

 
 
 
 

33 年 

46 年 

57 年 

65 年 

73 年 



7 
 

5.2 急傾斜地崩壊防止施設の健全度に対する劣化予測 
分布に幅があるため、竣工年からの経過年数の平均値を健全度に対応する経過年の代表値として、健全度に

対する劣化曲線を推定した。データ数等から、C-及び C+について、除いて検討をおこなった。 
下図に急傾斜地崩壊防止施設に対して推定した劣化曲線を示す。 
図に示した曲線式は、R（決定係数）が 0.9916 非常に高く、式の適合性は良い。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.2 急傾斜地崩壊防止施設の健全度に対する劣化予測式 

 
表 5.2 健全度経過年の実績値（平均値）と劣化予測式による経過年数の比較 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5.3 地すべり防止施設の健全度に対する劣化予測 
分布に幅があるため、竣工年からの経過年数の平均値を健全度に対応する経過年の代表値として、健全度に

対する劣化曲線を推定した。地すべり防止施設については、現在健全度が C+と評価された施設がないためこ

れを除いて検討をおこなった。 
下図に地すべり防止施設に対して推定した劣化曲線を示す。 
図に示した曲線式は、R（決定係数）が 0.9974 非常に高く、式の適合性は良い。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.3 地すべり防止施設の健全度に対する劣化予測式 
 

表 5.3 健全度経過年の実績値（平均値）と劣化予測式による経過年数の比較 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

26 年 

36 年 

44 年 

51 年 

26 年 

36 年 

44 年 

51 年 
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5.4 事後保全と予防保全型維持管理とのコスト比較 
予防保全型維持管理にあたっては、砂防関係施設の損傷が軽微な段階で修繕等を実施し、維持、修繕、改

築、更新等にかかるライフサイクルコストの縮減を図るとともに、事後保全と比較し、少ない費用で砂防関

係施設の長寿命化を図ることを基本としている。イメージ図を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.4 ライフサイクルコスト縮減のイメージ 

 

各施設の劣化予測式を用いて、施設完成後の健全度の変化を予測した。 
健全度推移予測の結果から、近年の実績費用を用いて、事後保全と予防保全型維持管理とのコスト比較を行

った。各施設の維持管理費用比較表に経済的に優位となる修繕のタイミング（健全度）を示す。また、その結

果を踏まえた各健全度の維持管理方針（要対策、経過観察）を表 5.7 に示す。 
表 5.4 砂防設備の維持管理費用比較表 

維持修繕のタイ

ミング 

事後保全 Ｃ+で修繕 Ｃ－で修繕 Ｂ+で修繕 Ｂ－で修繕 

費用計 約 2776 億円 約 32 億円 約 31 億円 約 55 億円 約 60 億円 

判定※   〇   

※経済的に優位となる修繕タイミング 
表 5.5 急傾斜地崩壊防止施設の維持管理費用比較表 

維持修繕のタイ

ミング 

事後保全 Ｃ+で修繕 Ｃ－で修繕 Ｂで修繕 備考 

費用計 約 975 億円 約 24 億円 約 28 億円 約 20 億円  

判定※    〇  

※経済的に優位となる修繕タイミング 

 
表 5.6 地すべり防止施設の維持管理費用比較表 

維持修繕のタイ

ミング 

事後保全 Ｃ+で修繕 Ｃ－で修繕 Ｂで修繕 備考 

費用計 約 20 億円 約 4.0 億円 約 5 億円 約 3.8 億円  

判定※    〇  

※経済的に優位となる修繕タイミング 
 

表 5.7 各施設の各健全度の施設の維持管理方針（要対策、経過観察） 

健全度 Ｃ＋ Ｃ－ Ｂ+ 

（急傾斜、地す

べりは「Ｂ」） 

Ｂ－ Ａ 

砂防設備 要対策 要対策 経過観察 経過観察 対策不要 

急傾斜地崩壊防止

施設 

要対策 要対策 要対策 － 対策不要 

地すべり防止施設 要対策 要対策 要対策 － 対策不要 
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5.5  年次計画対象期間の検討 
 「砂防関係施設の長寿命化計画策定ガイドライン（案）」（R4.3）では、「年次計画は 30～50 年程度を計画対

象期間とする中期年次計画と、10 年程度を計画対象期間とする短期年次計画を作成する」と記載されている。 
 短期年次計画は現行の長寿命化計画を踏まえ 10 年とする。中期計画期間については各施設の現状の健全度

と劣化予測から、機能及び性能が確保できなくなる施設の発生予測数と年次計画との関係を整理し年次計画対

象期間を検討した。 
 
(1)砂防設備 
 砂防設備について、Ｒ4 年度時点の健全度と劣化予測曲線から機能及び性能が確保できなくなる施設の発生

予測数と年次計画との関係を図に整理した。修繕が必要となる設備は 50 年間で全体的に分布する。また、劣

化予測において機能を失うタイミング（事後保全段階）は 73 年後であるため、50 年以降にも修繕が必要とな

る砂防設備が存在する予測となっている。ガイドラインでは中期計画期間は最大 50 年となっており、現在の

健全度及び劣化予測に従えば中期計画期間は 50 年が妥当と考えられる。 
 
(2)急傾斜地崩壊防止施設 
 急傾斜地崩壊対策施設について、Ｒ4 年度時点の健全度と劣化予測曲線から機能及び性能が確保できなくな

る施設の発生予測数と年次計画との関係を図に整理した。修繕が必要となる設備は 50 年間で全体的に分布す

る。現在の健全度及び劣化予測に従えば中期計画期間は 50 年が妥当と考えられる。 
 
(3)地すべり防止施設 
 地すべり防止施設について、Ｒ4 年度時点の健全度と劣化予測曲線から機能及び性能が確保できなくなる施

設の発生予測数と年次計画との関係を図に整理した。修繕が必要となる設備は 50 年間で全体的に分布する。

現在の健全度及び劣化予測に従えば中期計画期間は 50 年が妥当と考えられる。 
 
 以上より、各対策施設の長寿命化計画における中期計画期間はいずれも 50 年とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.5 砂防設備の機能及び性能が確保できなくなる施設の発生予測数と年次計画との関係 

図 5.6 急傾斜地崩壊防止施設の機能及び性能が確保できなくなる施設の発生予測数と年次計画との関係 

図 5.7 地すべり防止施設の機能及び性能が確保できなくなる施設の発生予測数と年次計画との関係 
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6. 修繕、改築、更新の優先順位の検討 
6.1 優先順位評価手法 
修繕、改築、更新の優先順位を評価する手法は点数評価法を用いた。優先順位評価項目を点数化し、合計点

の大小で優先順位を設定する方法であり、各項目には「重み」を設定し、評価項目毎の重要度を考慮した。 
 

6.2 評価配点 
優先順位評価項目の配点を以下に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

7. 年次計画 
7.1 劣化予測とコストシミュレーション 
7.1.1 中期年次計画 
中期計画対象期間における「砂防設備の機能及び性能が確保できなくなる施設」の施設数の推移をみると、

均等に発生することはなく、特定の年に集中する。令和 17 年度、令和 28 年度、令和 36 年度、令和 37 年度

では、砂防設備の機能及び性能が確保できなくなる施設が、年あたり 50 施設を上回る。 
円滑に効率よく長寿命化計画を推進するため、これらの年度における「砂防設備の機能及び性能が確保でき

なくなる施設」ついては、予防保全型維持管理として、前倒しして、修繕等を実施しするものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7.1 中期年次計画 
 

7.1.2 短期年次計画 
短期計画対象期間における「砂防設備の機能及び性能が確保できなくなる施設」の施設数の推移、すでに三

重県において計画済の修繕等対象施設、財政状況等を踏まえ、修繕等ができる限り集中することのないよう平

準化を図り、今後 10 年間の詳細な修繕等事業計画を検討した。 
短期年次計画における対象施設数（案）と費用の一覧を示す。 

 
表 7.1 短期年次計画における対象施設数（案）と費用の一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

0点 1点 2点 3点 4点
罹災なし
災害履歴確認できない -

罹災回数1回の河川
-

罹災回数2回以上の河川

⼟⽯流危
険渓流

保全対象⼈家0⼾または
不明 - -

保全対象⼈家1⼾以上5
⼾未満

保全対象⼈家5⼾以上
公共施設または要配慮
者利⽤施設あり

⽔系
⼀級、⼆級、準⽤河川
でない

砂防指定河川の最下流
施設

⼀級、⼆級、準⽤河川
にあり - -

-
堰堤⾼5m未満
堰堤⾼不明

堰堤⾼5m以上10m未満 堰堤⾼10m以上15m未
満

堰堤⾼15m以上

施設種類
配点

施設の重要度

砂防

過去の災害履歴

優先度評価項⽬

保全対象
との位置
関係

0点 1点 2点 3点 4点
崩壊実績なし
崩壊実績確認できない -

-
-

崩壊実績あり

⼈家⼾数
保全対象⼈家0⼾ 保全対象⼈家1⼾以上10

⼾未満
保全対象⼈家10⼾以上

- -

公共施設
公共施設なし 公共施設あり(道路は対

象外)
要配慮者利⽤施設あり

- -

-
指定⾯積1ha未満 指定⾯積1ha以上2ha未

満
指定⾯積2ha以上5ha未
満

指定⾯積5ha以上

施設種類 優先度評価項⽬
配点

過去の災害履歴

保全対象
との位置
関係

施設の重要度

急傾斜

0点 1点 2点 3点 4点
罹災なし
災害履歴確認できない -

罹災回数1回
-

罹災回数2回以上

⼈家⼾数
保全対象⼈家0⼾ 保全対象⼈家1⼾以上10

⼾未満
保全対象⼈家10⼾以上

- -

公共施設
公共施設なし 公共施設あり(道路は対

象外)
要配慮者利⽤施設あり

- -

-
指定⾯積10ha未満 指定⾯積10ha以上30ha

未満
指定⾯積30ha以上50ha
未満

指定⾯積50ha以上
施設の重要度

地すべり

施設種類 優先度評価項⽬
配点

過去の災害履歴

保全対象
との位置
関係

修繕対象施設の集中を避け、効率的に長寿命化計画を実施するた

め、前倒しで施設の修繕等を実施する。 
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表 7.2 砂防設備の年次計画案 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 7.3 急傾斜地崩壊防止施設の年次計画案 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 7.4 地すべり防止施設の年次計画案 
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8. 経過観察方法の検討 
8.1 既往の点検実施状況 
既往の点検実施状況を下表に示す。砂防設備は、「砂防関係施設点検要領(案)、H26.9」に基づき、平成 27

年度～28 年度に点検を実施している。急傾斜地崩壊防止施設及び地すべり防止施設は、平成 24 年度～25 年

度（実態は全て平成 25 年度）に点検を実施している。ただし、「砂防関係施設点検要領(案)、H26.9」より以

前のため、点検方法等が異なっている。また、平成 30 年度以降については、「三重県砂防関係施設点検マニ

ュアル（H30.6）」に基づき点検を実施した。 

表 8.1 既往の点検実施状況 

 
 
 
 
 
 
 

8.2 点検の種類 
「砂防関係施設点検要領（案）」の定義を参考に、今後の砂防関係施設の点検の種類と目的を検討した。 
三重県における今後の砂防関係施設の経過観察では、膨大な施設の状況を把握するため、健全度に応じて

「巡視」を点検計画に組み込むものとした。 

表 8.2 点検の種類と目的、頻度 

点検の 
種類 目  的 実施方式 実施頻度（時期） 

巡 視  砂防関係施設及び周辺状

況の日常的な見回り。 ・目視 健全度に応じた点検計画に

基づき実施する。 

定期点検 

 砂防関係施設の漏水・湧 
水・洗掘・亀裂・破損・地す

べり等の有無などの施設状

況及び施設に直接影響を与

える周辺状況について点検

する。 

・目視 
・簡易計測等 

健全度に応じた点検計画に

基づき実施する。 

臨時点検 

出水や地震時などによる

砂防関係施設の損傷の有無

や程度及び施設に直接影響

を与える周辺状況を把握、確

認する。 

・目視 
・簡易計測等 

豪雨出水後及び震度 5 弱以

上の地震発生後において事

務所長が必要と認めた場合

に実施する。事前に選定し

た施設を対象とし、点検内

容は定期点検に準じる。 

詳細点検 

定期点検や臨時点検では

その変状の程度や原因の把

握が困難な場合に実施する。 

・目視 
・状況に応じた観察、

計測等 
・破壊・非破壊検査 

定期点検等で異常が確認さ

れた場合に、必要に応じて

実施する。 

 

8.3 定期点検及び巡視の実施頻度 
定期点検及び巡視の実施頻度を示す。定期点検及び巡視の実施頻度は施設の健全度に応じて設定するもの

とする。 
砂防設備について要対策としたＣ+の施設は、対策工事が実施されるまでの期間、急激な劣化に備え、定期

点検に加え、巡視による経過観察を行うものとする。健全度評価Ｃ-の施設は、要対策として定期点検を計画

するが、健全度がＣ+施設と比較して、「施設の機能及び性能が確保できなくなるまでのタイミング」の期間

が長く、現状では、急激に劣化すると考えづらい。そこで、予防保全の観点から要対策施設に選定された施設

については、巡視による施設状況の確認は不要と判断した。新たに実施した点検によって健全度の評価が異な

った場合には、最新の健全度評価に基づき、定期点検、巡視点検を実施するものとする。また、対策工事を実

施した施設は、その次年度に点検（健全度評価）を行い、これに基づいた点検頻度を設定する。なお、新規に

完成した施設は健全な状態であることから、対策不要（健全度Ａ）と同様の点検頻度とする。 
 急傾斜地崩壊対策施設及び地すべり対策施設については、同様にＣ+の施設は点検及び巡視を実施し、Ｃ

-、Ｂの施設は点検のみ実施するものとした。 
 

表 8.3 定期点検及び巡視の実施頻度（砂防設備） 

施設の健全度 定期点検・巡視の実施頻度 

要対策（健全度 C+） 定期点検 5 年間隔 ＋巡視 1 年間隔（工事実施まで） 

要対策（健全度 C-） 定期点検 5 年間隔 

経過観察（健全度 B+） 定期点検 5 年間隔 

経過観察（健全度 B-） 巡視 5 年間隔 

対策不要（健全度 A） 巡視 5～10 年に１回程度 

 

表 8.4 定期点検及び巡視の実施頻度（急傾斜地崩壊防止施設） 

施設の健全度 定期点検・巡視の実施頻度 

要対策（健全度 C+） 定期点検 5 年間隔 ＋巡視 1 年間隔（工事実施まで） 

要対策（健全度 C-） 定期点検 5 年間隔 

要対策（健全度 B） 定期点検 5 年間隔 

対策不要（健全度 A） 巡視 5～10 年に１回程度 

表 8.5 定期点検及び巡視の実施頻度（地すべり防止施設） 

施設の健全度 定期点検・巡視の実施頻度 
要対策（健全度 C+） 定期点検 5 年間隔 ＋巡視 1 年間隔（工事実施まで） 
要対策（健全度 C-） 定期点検 5 年間隔 ＋巡視 1 年間隔（工事実施まで） 
要対策（健全度 B） 定期点検 5 年間隔 
対策不要（健全度 A） 巡視 5～10 年に１回程度 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4

砂防設備
H27〜H28
H30〜R4 1587

「砂防関係施設点検要領(案),R4.3」
に基づく定期点検

急傾斜地崩壊
防⽌施設

H25
H30〜R4

709 「砂防関係施設点検要領(案),R4.3」
に基づく点検ではない

地すべり防⽌
施設

H25,H30
R2〜R3

17
「砂防関係施設点検要領(案),R4.3」
に基づく点検ではない

過年度の実施状況
施設種別 実施年度 箇所数

備 考
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8.4 点検項目及び点検方法 
点検の種類と点検方法を表 8.4 に示す。点検項目及び点検内容は「三重県砂防関係施設点検マニュアル」に

準拠することを基本とし、詳細点検については、個別施設の状況に応じて設定するものとする。 
 

表 8.6 点検の種類と点検方法及び準拠基準等 

点検の 
種類 

点検方法 準拠基準等 

巡視 

ここでいう巡視は定期点検の補足とし

て行うもので、既往点検結果をもとに

施設及び周辺状況に変化がないか目視

により確認する。 

三重県砂防関係施設点検マニュアル 

定期点検 

目視、簡易計測等により、健全度評価に

必要な部位単位の変状レベルを評価す

る。 
点検結果は所定の様式にとりまとめ

る。 

三重県砂防関係施設点検マニュアル 

臨時点検 

直営による①巡視を行い、異常を発見

し、更なる調査が必要と判断した場合

は、②臨時点検を行う。 

 

①臨時点検（巡視）・・巡視に準じる。 三重県砂防関係施設点検マニュアル 

②臨時点検・・・ 定期点検に準じる。 三重県砂防関係施設点検マニュアル 

詳細点検 
個別施設の状況に応じて実施する。  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

9. のり枠工の中詰整備方針の検討 
 
のり枠工の中詰について、地域の状況、近年の緑化に対する考え方、現状の緑化のり枠の状況及び設計基準

の考え方を踏まえ、考え方を以下のとおり整理した。また、植生管理費や構造物の維持管理費を文献や施工実

績を踏まえ想定し、施工及び維持管理費用について概略比較検討した。それらを踏まえ、比較検討表を整理し

た。対策工法検討表の次頁に示す。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

表 9.1 想定条件におけるのり枠工中詰施工及び維持管理費用等の概算比較（参考資料） 

中詰工種類 施工費用（直工） 管理費用（直工） 費用合計（直工） 

植生工（基材吹付、

植生マット等） 

約 200 万円 約 635 万円 835 万円 

モルタル吹付等 約 350 万円 約 340 万円（2 回） 690 万円 

現場打コンクリート 約 575 万円 約 170 万円（1 回） 745 万円 

 
※概算費用は、植生工は厚層基材吹付 5cm 程度、モルタル吹付工はモルタル吹付を想定した。500m2 当り

で条件によって変動する可能性がある。モルタル吹付は 2 回の管理を想定した。なお、これらの設定条件は

想定条件であるため、計画、設計を行う際には対象施設や近隣の状況等を勘案し反映する必要がある。（次頁

に示す比較検討表の内容も同様に想定条件によるものであり、設計に際しては種々の条件を踏まえて詳細に

検討する必要がある） 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

【長寿命化計画におけるのり枠工中詰の考え方】 

各対象斜面の中詰手法については、各斜面の条件により求める機能（侵食防止）

に適する手法を選定する。植生工については藪化、裸地化しないよう適切な管理が

必要であり、管理従事者等の確保などの状況も踏まえて検討する必要がある。 
また、条件により異なるが以下に示す参考資料のように一般的に植生工は管理費

等により少し経済的に不利となる傾向がある。 
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表 9.2 のり枠工中詰整備の比較検討表 
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10. 砂防関係施設長寿命化計画書の作成 
前述までの検討結果をもとに「三重県砂防関係施設長寿命化計画書」を作成した。計画書は「砂防設備編」

「急傾斜地崩壊防止施設編」「地すべり防止施設編」の 3 編構成とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

11. 点検マニュアルの作成 
点検マニュアルは、「砂防関係施設点検要領（案）Ｒ4.3」に準じ、砂防設備・急傾斜地崩壊防止施設・地す

べり防止施設を並列に記載した構成とした。また、事例写真を別冊の構成とし、巡視用抜粋版を作成した。ま

た、UAV 活用した点検実施事例も別冊で整理した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

12. 施設点検 
前述のとおり、81 箇所（砂防設備 36 箇所、急傾斜崩壊防止施設 45 箇所）の施設点検を実施した。 

また、砂防設備４ヶ所、急傾斜施設（のり枠）1 箇所については UAV を活用した点検を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

点検箇所位置図（広域図：具体的な施設位置は詳細図に整理） 

 
 

13. 点検結果とりまとめ 
点検結果については、規定の個票に整理した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

 

 

 

 

三重県砂防関係施設点検マニュアル 
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三重県 県土整備部 防災砂防課 

三重県砂防関係施設点検マニュアル【UAV を活用した点検実施事例等】 
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三重県砂防関係施設点検マニュアル 
【UAV を活用した点検実施事例等】 
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三重県砂防関係施設点検マニュアル 
【巡視用抜粋版】 
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三重県 県土整備部 防災砂防課 

 

 
 

 

 

 

 

 

三重県砂防関係施設点検マニュアル 
【別冊】変状レベル評価基準 

 変状レベルの比較（UAV との比較） 
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（地すべり防止施設編） 

 

 

 

 

 

 

 

令和 4年 12 月 

 

三重県 県土整備部 防災砂防課 

   

    

   
  

   

 

 r
 r



16 
 

本業務において、UAV 点検による点検時間は、これまでの目視点検と比べ、1 日に点検できる量を 1.5

倍程度拡大することができたが、機材の準備や事前の机上確認などが現地目視点検より多く必要となる状

況もあり、現状では従来の目視点検と同様程度の実施効率となると考えられる。 
 

表 13.1  UAV 点検と徒歩（目視）点検の点検時間の比較 

区分 堰堤名または箇所名 

UAV 点検時間 

( )は点検時間以外

に係った準備時間 

徒歩点検時間 

砂防施設 

カラト沢 25min（10min） 80min 

恋ケ谷川 20min（5min） 50min 

島谷川 8 号 25min（5min） 50min 

薬王寺谷 20min（5min） 50min 

急傾斜施設 中原１ 20min（40min） 50min 

 
しかしながら、UAV 点検では、点検時の安全が確実に確保できるため、これまで十分な確認ができなか

った危険な箇所も通常箇所同様に確認でき、急崖等に隣接する砂防堰堤及び急傾斜地崩壊対策施設（法枠

等）では、クライミング作業等の特別な安全対策が必要なくなる。 
 
 
 


